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【届出の対象とした募集（売出）有価証券の種類】 株式

【届出の対象とした募集（売出）金額】 一般募集 1,085,359,870円

 引受人の買取引受による売出し 266,529,480円

 オーバーアロットメントによる売出し 210,833,730円

 （注）１．募集金額は、発行価額の総額であり、平成26年11

月14日(金)現在の株式会社東京証券取引所におけ

る当社普通株式の終値を基準として算出した見込

額であります。

ただし、今回の募集の方法は、引受人が発行価額

にて買取引受けを行い、当該発行価額と異なる価

額（発行価格）で一般募集を行うため、一般募集

における発行価格の総額は上記の金額とは異なり

ます。

２．売出金額は、売出価額の総額であり、平成26年11

月14日(金)現在の株式会社東京証券取引所におけ

る当社普通株式の終値を基準として算出した見込

額であります。

【安定操作に関する事項】 １．今回の募集及び売出しに伴い、当社の発行する上場株式

について、市場価格の動向に応じ必要があるときは、金

融商品取引法施行令第20条第１項に規定する安定操作取

引が行われる場合があります。

２．上記の場合に安定操作取引が行われる取引所金融商品市

場を開設する金融商品取引所は、株式会社東京証券取引

所及び株式会社名古屋証券取引所でありますが、これら

のうち主たる安定操作取引が行われる取引所金融商品市

場を開設する金融商品取引所は、株式会社東京証券取引

所であります。

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

株式会社名古屋証券取引所

（名古屋市中区栄三丁目８番20号）
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第一部【証券情報】
 

第１【募集要項】
 

１【新規発行株式】

種類 発行数 内容

普通株式 1,687,700株
完全議決権株式であり、権利内容に何ら制限のない当社
における標準となる株式
単元株式数　100株

（注）１．平成26年11月25日(火)開催の取締役会決議によります。

２．本募集（以下「一般募集」という。）及び一般募集と同時に行われる後記「第２　売出要項　１　売出株式（引

受人の買取引受による売出し）」に記載の売出し（以下「引受人の買取引受による売出し」という。）にあた

り、その需要状況を勘案した上で、当該募集及び売出しの主幹事会社である野村證券株式会社が当社株主から

312,300株を上限として借入れる当社普通株式の売出し（以下「オーバーアロットメントによる売出し」とい

う。）を行う場合があります。

オーバーアロットメントによる売出し等の内容につきましては、後記「募集又は売出しに関する特別記載事項　

１　オーバーアロットメントによる売出し等について」をご参照下さい。

３．一般募集及び引受人の買取引受による売出しとは別に、平成26年11月25日(火)開催の取締役会において、後記

「募集又は売出しに関する特別記載事項　１　オーバーアロットメントによる売出し等について」に記載の野村

證券株式会社を割当先とする当社普通株式312,300株の第三者割当増資（以下「本件第三者割当増資」という。）

を行うことを決議しております。

４．一般募集及び引受人の買取引受による売出しに関連して、ロックアップに関する合意がなされておりますが、そ

の内容につきましては、後記「募集又は売出しに関する特別記載事項　２　ロックアップについて」をご参照下

さい。

５．振替機関の名称及び住所

株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号

 

２【株式募集の方法及び条件】

　平成26年12月３日(水)から平成26年12月９日(火)までの間のいずれかの日（以下「発行価格等決定日」という。）に決

定される発行価額にて後記「３　株式の引受け」に記載の引受人は買取引受けを行い、当該発行価額と異なる価額（発行

価格）で一般募集を行います。引受人は払込期日に発行価額の総額を当社に払込み、一般募集における発行価格の総額と

の差額は引受人の手取金とします。当社は引受人に対して引受手数料を支払いません。

（１）【募集の方法】

区分 発行数 発行価額の総額（円） 資本組入額の総額（円）

株主割当 － － －

その他の者に対する割当 － － －

一般募集 1,687,700株 1,085,359,870 542,679,935

計（総発行株式） 1,687,700株 1,085,359,870 542,679,935

　（注）１．全株式を金融商品取引業者の買取引受けにより募集します。

２．発行価額の総額は、引受人の買取引受けによる払込金額の総額であります。

３．資本組入額の総額は、会社法上の増加する資本金の額であり、会社計算規則第14条第１項に従い算出される資本

金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げるもの

とします。また、増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じた額としま

す。

４．発行価額の総額及び資本組入額の総額は、平成26年11月14日(金)現在の株式会社東京証券取引所における当社普

通株式の終値を基準として算出した見込額であります。
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（２）【募集の条件】

発行価格
（円）

発行価額
（円）

資本組入
額（円）

申込株
数単位

申込期間
申込証拠
金（円）

払込期日

未定
(注)１．２．

発行価格等決定日
の株式会社東京証
券取引所における
当社普通株式の普
通取引の終値（当
日に終値のない場
合は、その日に先
立つ直近日の終
値）に0.90～1.00
を乗じた価格（１
円未満端数切捨
て）を仮条件とし
ます。

未定
(注)１．
２．

未定
(注)１．

100株
自 平成26年12月10日(水)
至 平成26年12月11日(木)

(注)３．

１株につ
き発行価
格と同一
の金額

平成26年12月16日(火)
(注)３．

（注）１．日本証券業協会の定める有価証券の引受け等に関する規則第25条に規定される方式により、上記仮条件により需

要状況を勘案した上で、平成26年12月３日(水)から平成26年12月９日(火)までの間のいずれかの日（発行価格等

決定日）に、一般募集における価額（発行価格）を決定し、併せて発行価額（当社が引受人より受取る１株当た

りの払込金額）及び資本組入額を決定いたします。なお、資本組入額は資本組入額の総額を新規発行株式の発行

数で除した金額とします。

今後、発行価格等（発行価格、発行価額、資本組入額、売出価格、引受価額及び引受人の手取金をいう。以下同

じ。）が決定された場合は、発行価格等及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項（発行価額の総

額、資本組入額の総額、差引手取概算額、本件第三者割当増資の手取概算額上限、手取概算額合計上限、手取金

の使途、引受人の買取引受による売出しの売出価額の総額、オーバーアロットメントによる売出しの売出数及び

オーバーアロットメントによる売出しの売出価額の総額をいう。以下同じ。）について、目論見書の訂正事項分

の交付に代えて発行価格等決定日の翌日付の日本経済新聞及び発行価格等の決定に係る有価証券届出書の訂正届

出書の提出後から申込期間の末日までの期間中のインターネット上の当社ウェブサイト（[URL]

http://www.tear.co.jp/company/release.html）（以下「新聞等」という。）で公表いたします。また、発行価

格等が決定される前に有価証券届出書の記載内容について訂正が行われる場合には、目論見書の訂正事項分が交

付されます。しかしながら、発行価格等の決定に際し、発行価格等及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正さ

れる事項以外の記載内容についての訂正が含まれる場合には目論見書の訂正事項分が交付され、新聞等による公

表は行いません。

２．前記「２　株式募集の方法及び条件」の冒頭に記載のとおり、発行価格と発行価額とは異なります。発行価格と

発行価額との差額の総額は、引受人の手取金となります。

３．申込期間及び払込期日については、上記のとおり内定しておりますが、発行価格等決定日において正式に決定す

る予定であります。

なお、上記申込期間及び払込期日については、需要状況を勘案した上で繰り上げることがあります。当該需要状

況の把握期間は、最長で平成26年12月２日(火)から平成26年12月９日(火)までを予定しておりますが、実際の発

行価格等の決定期間は、平成26年12月３日(水)から平成26年12月９日(火)までを予定しております。

したがいまして、

①　発行価格等決定日が平成26年12月３日(水)の場合、申込期間は「自　平成26年12月４日(木)　至　平成26年

12月５日(金)」、払込期日は「平成26年12月10日(水)」

②　発行価格等決定日が平成26年12月４日(木)の場合、申込期間は「自　平成26年12月５日(金)　至　平成26年

12月８日(月)」、払込期日は「平成26年12月11日(木)」

③　発行価格等決定日が平成26年12月５日(金)の場合、申込期間は「自　平成26年12月８日(月)　至　平成26年

12月９日(火)」、払込期日は「平成26年12月12日(金)」

④　発行価格等決定日が平成26年12月８日(月)の場合、申込期間は「自　平成26年12月９日(火)　至　平成26年

12月10日(水)」、払込期日は「平成26年12月15日(月)」

⑤　発行価格等決定日が平成26年12月９日(火)の場合は上記申込期間及び払込期日のとおり、

となりますのでご注意下さい。

４．申込みの方法は、申込期間内に後記申込取扱場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものとします。

５．申込証拠金のうち発行価額相当額は、払込期日に新株式払込金に振替充当します。

６．申込証拠金には、利息をつけません。
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７．株式の受渡期日は、払込期日の翌営業日であります。

したがいまして、

①　発行価格等決定日が平成26年12月３日(水)の場合、受渡期日は「平成26年12月11日(木)」

②　発行価格等決定日が平成26年12月４日(木)の場合、受渡期日は「平成26年12月12日(金)」

③　発行価格等決定日が平成26年12月５日(金)の場合、受渡期日は「平成26年12月15日(月)」

④　発行価格等決定日が平成26年12月８日(月)の場合、受渡期日は「平成26年12月16日(火)」

⑤　発行価格等決定日が平成26年12月９日(火)の場合、受渡期日は「平成26年12月17日(水)」

となりますのでご注意下さい。

株式は、受渡期日から売買を行うことができます。

社債、株式等の振替に関する法律の適用により、株式の売買は、振替機関又は口座管理機関における振替口座で

の振替えにより行われます。

 

（３）【申込取扱場所】

　後記「３　株式の引受け」欄の金融商品取引業者の本店及び全国各支店で申込みの取扱いをいたします。

 

（４）【払込取扱場所】

店名 所在地

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行　大津町支店 愛知県名古屋市中区錦三丁目４番６号

　（注）　上記払込取扱場所での申込みの取扱いは行いません。

 

３【株式の引受け】

引受人の氏名又は名称 住所 引受株式数 引受けの条件

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 1,231,800株
１．買取引受けによります。

２．引受人は新株式払込金と

して、払込期日に払込取

扱場所へ発行価額と同額

を払込むことといたしま

す。

３．引受手数料は支払われま

せん。ただし、一般募集

における価額（発行価

格）と発行価額との差額

は引受人の手取金となり

ます。

東海東京証券株式会社
愛知県名古屋市中村区名駅四丁目７番
１号

168,800株

三菱ＵＦＪモルガン・スタ
ンレー証券株式会社

東京都千代田区丸の内二丁目５番２号 135,100株

いちよし証券株式会社 東京都中央区八丁堀二丁目14番１号 84,400株

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木一丁目６番１号 67,600株

計 ― 1,687,700株 ―
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４【新規発行による手取金の使途】

（１）【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額（円） 発行諸費用の概算額（円） 差引手取概算額（円）

1,085,359,870 15,000,000 1,070,359,870

（注）１．引受手数料は支払われないため、「発行諸費用の概算額」は、これ以外の費用を合計したものであります。ま

た、消費税等は含まれておりません。

２．払込金額の総額（発行価額の総額）は、平成26年11月14日(金)現在の株式会社東京証券取引所における当社普通

株式の終値を基準として算出した見込額であります。

 

（２）【手取金の使途】

　上記差引手取概算額1,070,359,870円については、一般募集と同日付をもって決議された本件第三者割当増資の手

取概算額上限197,840,130円と合わせ、手取概算額合計上限1,268,200,000円について、全額を設備投資資金に充当

する予定であります。

　具体的には、743,698,000円を平成28年９月までに葬儀会館の新設に、328,000,000円を平成28年７月までに既存

会館の改修に、174,502,000円を平成28年９月までに販売及び顧客管理に係る基幹システムの増強に、22,000,000円

を平成28年９月までに既存会館における料理提供機能の増強に係る器具・備品に充当する予定であります。

　なお、設備計画の内容については、後記「第三部　追完情報　２　設備計画の変更」に記載のとおりでありま

す。
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第２【売出要項】
 

１【売出株式（引受人の買取引受による売出し）】

　平成26年12月３日(水)から平成26年12月９日(火)までの間のいずれかの日（発行価格等決定日）に決定される引受価額

にて後記「２　売出しの条件（引受人の買取引受による売出し）」に記載の引受人は買取引受けを行い、当該引受価額と

異なる価額（売出価格、発行価格と同一の価格）で売出しを行います。引受人は受渡期日に引受価額の総額を売出人に支

払い、引受人の買取引受による売出しにおける売出価格の総額との差額は引受人の手取金とします。売出人は引受人に対

して引受手数料を支払いません。

種類 売出数 売出価額の総額（円） 売出しに係る株式の所有者の住所及び氏名又は名称

普通株式 394,800株 266,529,480

愛知県名古屋市東区
横山　博一

343,300株

愛知県名古屋市東区
深澤　廣

51,500株

（注）１．一般募集及び引受人の買取引受による売出しにあたり、その需要状況を勘案した上で、当該募集及び売出しの主

幹事会社である野村證券株式会社がオーバーアロットメントによる売出しを行う場合があります。

オーバーアロットメントによる売出し等の内容につきましては、後記「募集又は売出しに関する特別記載事項　

１　オーバーアロットメントによる売出し等について」をご参照下さい。

２．一般募集及び引受人の買取引受による売出しに関連して、ロックアップに関する合意がなされておりますが、そ

の内容につきましては、後記「募集又は売出しに関する特別記載事項　２　ロックアップについて」をご参照下

さい。

３．振替機関の名称及び住所

株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号

４．売出価額の総額は、平成26年11月14日(金)現在の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の終値を基準と

して算出した見込額であります。
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２【売出しの条件（引受人の買取引受による売出し）】

売出価格
（円）

引受価額
（円）

申込期間
申込
単位

申込
証拠金
（円）

申込
受付場所

引受人の住所及び氏名又は名称
元引受契
約の内容

未定
(注)１．２．
発行価格等決定
日の株式会社東
京証券取引所に
おける当社普通
株式の普通取引
の終値（当日に
終値のない場合
は、その日に先
立つ直近日の終
値 ） に 0.90～
1.00を乗じた価
格（１円未満端
数切捨て）を仮
条件とします。

未定
(注)１．
２．

自　平成26年
12月10日(水)
至　平成26年
12月11日(木)
(注)３．

100株

１株に
つき売
出価格
と同一
の金額

右記金融
商品取引
業者の本
店及び全
国各支店

東京都中央区日本橋一丁目
９番１号
野村證券株式会社
 
愛知県名古屋市中村区名駅四
丁目７番１号
東海東京証券株式会社
 
東京都千代田区丸の内二丁目
５番２号
三菱ＵＦＪモルガン・スタ
ンレー証券株式会社
 
東京都中央区八丁堀二丁目14
番１号
いちよし証券株式会社
 
東京都港区六本木一丁目６番
１号
株式会社ＳＢＩ証券

(注)４．

（注）１．日本証券業協会の定める有価証券の引受け等に関する規則第25条に規定される方式により、上記仮条件により需

要状況を勘案した上で、平成26年12月３日(水)から平成26年12月９日(火)までの間のいずれかの日（発行価格等

決定日）に、売出価格を決定し、併せて引受価額（売出人が引受人より受取る１株当たりの売買代金）を決定い

たします。

今後、発行価格等（発行価格、発行価額、資本組入額、売出価格、引受価額及び引受人の手取金）が決定された

場合は、発行価格等及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項（発行価額の総額、資本組入額の総

額、差引手取概算額、本件第三者割当増資の手取概算額上限、手取概算額合計上限、手取金の使途、引受人の買

取引受による売出しの売出価額の総額、オーバーアロットメントによる売出しの売出数及びオーバーアロットメ

ントによる売出しの売出価額の総額）について、目論見書の訂正事項分の交付に代えて発行価格等決定日の翌日

付の日本経済新聞及び発行価格等の決定に係る有価証券届出書の訂正届出書の提出後から申込期間の末日までの

期間中のインターネット上の当社ウェブサイト（[URL]http://www.tear.co.jp/company/release.html）（新聞

等）で公表いたします。また、発行価格等が決定される前に有価証券届出書の記載内容について訂正が行われる

場合には、目論見書の訂正事項分が交付されます。しかしながら、発行価格等の決定に際し、発行価格等及び発

行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項以外の記載内容についての訂正が含まれる場合には目論見書の訂

正事項分が交付され、新聞等による公表は行いません。

２．前記「１　売出株式（引受人の買取引受による売出し）」の冒頭に記載のとおり、売出価格と引受価額とは異な

ります。売出価格と引受価額との差額の総額は、引受人の手取金となります。

３．株式の受渡期日は、平成26年12月17日(水)であります。

申込期間及び受渡期日については、上記のとおり内定しておりますが、発行価格等決定日において正式に決定す

る予定であります。

なお、上記申込期間及び受渡期日については、需要状況を勘案した上で繰り上げることがあります。当該需要状

況の把握期間は、最長で平成26年12月２日(火)から平成26年12月９日(火)までを予定しておりますが、実際の発

行価格等の決定期間は、平成26年12月３日(水)から平成26年12月９日(火)までを予定しております。

したがいまして、

①　発行価格等決定日が平成26年12月３日(水)の場合、申込期間は「自　平成26年12月４日(木)　至　平成26年

12月５日(金)」、受渡期日は「平成26年12月11日(木)」

②　発行価格等決定日が平成26年12月４日(木)の場合、申込期間は「自　平成26年12月５日(金)　至　平成26年

12月８日(月)」、受渡期日は「平成26年12月12日(金)」

③　発行価格等決定日が平成26年12月５日(金)の場合、申込期間は「自　平成26年12月８日(月)　至　平成26年

12月９日(火)」、受渡期日は「平成26年12月15日(月)」

④　発行価格等決定日が平成26年12月８日(月)の場合、申込期間は「自　平成26年12月９日(火)　至　平成26年

12月10日(水)」、受渡期日は「平成26年12月16日(火)」

⑤　発行価格等決定日が平成26年12月９日(火)の場合は上記申込期間及び受渡期日のとおり、

となりますのでご注意下さい。
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４．元引受契約の内容

買取引受けによります。

引受手数料は支払われません。

ただし、売出価格と引受価額との差額は、引受人の手取金となります。

なお、引受人の手取金は前記「第１　募集要項　３　株式の引受け　引受けの条件」において決定される引受人

の手取金と同一といたします。

各金融商品取引業者の引受株式数

 金融商品取引業者名 引受株式数

 野村證券株式会社 288,100株

 東海東京証券株式会社 39,500株

 三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 31,600株

 いちよし証券株式会社 19,800株

 株式会社ＳＢＩ証券 15,800株

５．申込みの方法は、申込期間内に申込受付場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものとします。

６．申込証拠金のうち引受価額相当額は、受渡期日に売出人への支払いに充当します。

７．申込証拠金には、利息をつけません。

８．株式は、受渡期日から売買を行うことができます。

社債、株式等の振替に関する法律の適用により、株式の売買は、振替機関又は口座管理機関における振替口座で

の振替えにより行われます。
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３【売出株式（オーバーアロットメントによる売出し）】

種類 売出数 売出価額の総額（円） 売出しに係る株式の所有者の住所及び氏名又は名称

普通株式 312,300株 210,833,730
東京都中央区日本橋一丁目９番１号
　野村證券株式会社

（注）１．オーバーアロットメントによる売出しは、一般募集及び引受人の買取引受による売出しにあたり、その需要状況

を勘案した上で、当該募集及び売出しの主幹事会社である野村證券株式会社が当社株主から312,300株を上限とし

て借入れる当社普通株式の売出しであります。上記売出数はオーバーアロットメントによる売出しの売出数の上

限を示したものであり、需要状況により減少し、又はオーバーアロットメントによる売出しそのものが全く行わ

れない場合があります。

オーバーアロットメントによる売出し等の内容につきましては、後記「募集又は売出しに関する特別記載事項　

１　オーバーアロットメントによる売出し等について」をご参照下さい。

今後、売出数が決定された場合は、発行価格等（発行価格、発行価額、資本組入額、売出価格、引受価額及び引

受人の手取金）及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項（発行価額の総額、資本組入額の総額、差

引手取概算額、本件第三者割当増資の手取概算額上限、手取概算額合計上限、手取金の使途、引受人の買取引受

による売出しの売出価額の総額、オーバーアロットメントによる売出しの売出数及びオーバーアロットメントに

よる売出しの売出価額の総額）について、目論見書の訂正事項分の交付に代えて発行価格等決定日の翌日付の日

本経済新聞及び発行価格等の決定に係る有価証券届出書の訂正届出書の提出後から申込期間の末日までの期間中

のインターネット上の当社ウェブサイト（[URL]http://www.tear.co.jp/company/release.html）（新聞等）で公

表いたします。また、発行価格等が決定される前に有価証券届出書の記載内容について訂正が行われる場合に

は、目論見書の訂正事項分が交付されます。しかしながら、発行価格等の決定に際し、発行価格等及び発行価格

等の決定に伴い連動して訂正される事項以外の記載内容についての訂正が含まれる場合には目論見書の訂正事項

分が交付され、新聞等による公表は行いません。

２．振替機関の名称及び住所

株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号

３．売出価額の総額は、平成26年11月14日(金)現在の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の終値を基準と

して算出した見込額であります。

 

４【売出しの条件（オーバーアロットメントによる売出し）】

売出価格
（円）

申込期間
申込
単位

申込証拠金
（円）

申込受付場所
引受人の住所及び
氏名又は名称

元引受契約の
内容

未定
(注)１．

自 平成26年12月10日(水)
至 平成26年12月11日(木)

(注)１．
100株

１株につき
売出価格と
同一の金額

野村證券株式
会社の本店及
び全国各支店

― ―

（注）１．株式の受渡期日は、平成26年12月17日(水)であります。

売出価格、申込期間及び受渡期日については、前記「２　売出しの条件（引受人の買取引受による売出し）」に

おいて決定される売出価格、申込期間及び受渡期日とそれぞれ同一といたします。

２．申込みの方法は、申込期間内に申込受付場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものとします。

３．申込証拠金には、利息をつけません。

４．株式は、受渡期日から売買を行うことができます。

社債、株式等の振替に関する法律の適用により、株式の売買は、振替機関又は口座管理機関における振替口座で

の振替えにより行われます。
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【募集又は売出しに関する特別記載事項】
 

１　オーバーアロットメントによる売出し等について

一般募集及び引受人の買取引受による売出しにあたり、その需要状況を勘案した上で、当該募集及び売出しの主幹事会

社である野村證券株式会社が当社株主から312,300株を上限として借入れる当社普通株式の売出し（オーバーアロットメン

トによる売出し）を行う場合があります。オーバーアロットメントによる売出しの売出数は、312,300株を予定しておりま

すが、当該売出数は上限の売出数であり、需要状況により減少し、又はオーバーアロットメントによる売出しそのものが

全く行われない場合があります。

　なお、オーバーアロットメントによる売出しに関連して、野村證券株式会社が上記当社株主から借入れた株式（以下

「借入れ株式」という。）の返却に必要な株式を取得させるために、当社は平成26年11月25日(火)開催の取締役会におい

て、野村證券株式会社を割当先とする当社普通株式312,300株の第三者割当増資（本件第三者割当増資）を、平成26年12月

26日(金)を払込期日として行うことを決議しております。（注）１．

　また、野村證券株式会社は、一般募集、引受人の買取引受による売出し及びオーバーアロットメントによる売出し（以

下「本件募集売出し」という。）の申込期間の終了する日の翌日から平成26年12月18日(木)までの間（以下「シンジケー

トカバー取引期間」という。（注）２．）、借入れ株式の返却を目的として、株式会社東京証券取引所においてオーバー

アロットメントによる売出しに係る株式数を上限とする当社普通株式の買付け（以下「シンジケートカバー取引」とい

う。）を行う場合があります。野村證券株式会社がシンジケートカバー取引により取得した全ての当社普通株式は、借入

れ株式の返却に充当されます。なお、シンジケートカバー取引期間内において、野村證券株式会社の判断でシンジケート

カバー取引を全く行わず、又はオーバーアロットメントによる売出しに係る株式数に至らない株式数でシンジケートカ

バー取引を終了させる場合があります。

　更に、野村證券株式会社は、本件募集売出しに伴って安定操作取引を行うことがあり、かかる安定操作取引により取得

した当社普通株式の全部又は一部を借入れ株式の返却に充当することがあります。

　オーバーアロットメントによる売出しに係る株式数から、安定操作取引及びシンジケートカバー取引によって取得し借

入れ株式の返却に充当する株式数を減じた株式数（以下「取得予定株式数」という。）について、野村證券株式会社は本

件第三者割当増資に係る割当てに応じ、当社普通株式を取得する予定であります。そのため本件第三者割当増資における

発行数の全部又は一部につき申込みが行われず、その結果、失権により本件第三者割当増資における最終的な発行数がそ

の限度で減少し、又は発行そのものが全く行われない場合があります。

　野村證券株式会社が本件第三者割当増資に係る割当てに応じる場合には、野村證券株式会社はオーバーアロットメント

による売出しにより得た資金をもとに取得予定株式数に対する払込みを行います。

　なお、オーバーアロットメントによる売出しが行われるか否か及びオーバーアロットメントによる売出しが行われる場

合の売出数については発行価格等決定日に決定されます。オーバーアロットメントによる売出しが行われない場合は、野

村證券株式会社による上記当社株主からの当社普通株式の借入れは行われません。したがって野村證券株式会社は本件第

三者割当増資に係る割当てに応じず、申込みを行わないため、失権により本件第三者割当増資における新株式発行は全く

行われません。また、株式会社東京証券取引所におけるシンジケートカバー取引も行われません。

（注）１．本件第三者割当増資の内容は以下のとおりであります。

(1）募集株式の種類及び数　　　　　　　　当社普通株式　312,300株

(2）払込金額の決定方法　　　　　　　　　発行価格等決定日に決定する。なお、払込金額は一般募集における

発行価額と同一とする。

(3）増加する資本金及び資本準備金の額　　増加する資本金の額は、会社計算規則第14条第１項に従い算出され

る資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満

の端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。また、

増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額から増加する資本

金の額を減じた額とする。

(4）割当先　　　　　　　　　　　　　　　野村證券株式会社

(5）申込期間（申込期日）　　　　　　　　平成26年12月25日(木)

(6）払込期日　　　　　　　　　　　　　　平成26年12月26日(金)

(7）申込株数単位　　　　　　　　　　　　100株

２．シンジケートカバー取引期間は、

①　発行価格等決定日が平成26年12月３日(水)の場合、「平成26年12月６日(土)から平成26年12月18日(木)まで

の間」

②　発行価格等決定日が平成26年12月４日(木)の場合、「平成26年12月９日(火)から平成26年12月18日(木)まで

の間」
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③　発行価格等決定日が平成26年12月５日(金)の場合、「平成26年12月10日(水)から平成26年12月18日(木)まで

の間」

④　発行価格等決定日が平成26年12月８日(月)の場合、「平成26年12月11日(木)から平成26年12月18日(木)まで

の間」

⑤　発行価格等決定日が平成26年12月９日(火)の場合、「平成26年12月12日(金)から平成26年12月18日(木)まで

の間」

となります。

 

２　ロックアップについて

　一般募集及び引受人の買取引受による売出しに関連して、売出人である横山博一及び深澤廣並びに当社株主である株式

会社夢現及び冨安徳久は野村證券株式会社に対し、発行価格等決定日に始まり、一般募集及び引受人の買取引受による売

出しの受渡期日から起算して90日目の日に終了する期間（以下「ロックアップ期間」という。）中、野村證券株式会社の

事前の書面による同意なしには、当社株式の売却等（ただし、引受人の買取引受による売出し等を除く。）を行わない旨

合意しております。

　また、当社は野村證券株式会社に対し、ロックアップ期間中、野村證券株式会社の事前の書面による同意なしには、当

社株式の発行、当社株式に転換もしくは交換される有価証券の発行又は当社株式を取得もしくは受領する権利を付与され

た有価証券の発行等（ただし、一般募集、本件第三者割当増資及び株式分割による新株式発行等を除く。）を行わない旨

合意しております。

　上記のいずれの場合においても、野村證券株式会社はロックアップ期間中であってもその裁量で当該合意の内容を一部

もしくは全部につき解除できる権限を有しております。

 

第３【第三者割当の場合の特記事項】
 

　該当事項はありません。
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第４【その他の記載事項】
 

　特に新株式発行並びに株式売出届出目論見書に記載しようとしている事項は次のとおりであります。

 

・表紙に当社の社章 を記載いたします。

 

・表紙裏に以下の内容を記載いたします。

 

１．募集又は売出しの公表後における空売りについて

(1）金融商品取引法施行令（以下「金商法施行令」という。）第26条の６の規定により、「有価証券の取引等の規制に

関する内閣府令」（以下「取引等規制府令」という。）第15条の５に定める期間（有価証券の募集又は売出しにつ

いて、有価証券届出書が公衆の縦覧に供された日の翌日から、発行価格又は売出価格を決定したことによる当該有

価証券届出書の訂正届出書が公衆の縦覧に供された時までの間(＊１)）において、当該有価証券と同一の銘柄につ

き取引所金融商品市場又は金商法施行令第26条の２の２第７項に規定する私設取引システムにおける空売り(＊２)

又はその委託もしくは委託の取次ぎの申込みを行った投資家は、当該募集又は売出しに応じて取得した有価証券に

より当該空売りに係る有価証券の借入れ(＊３)の決済を行うことはできません。

(2）金融商品取引業者等は、(1)に規定する投資家がその行った空売り(＊２)に係る有価証券の借入れ(＊３)の決済を行

うために当該募集又は売出しに応じる場合には、当該募集又は売出しの取扱いにより有価証券を取得させることが

できません。

＊１取引等規制府令第15条の５に定める期間は、平成26年11月26日から、発行価格及び売出価格を決定したことによ

る有価証券届出書の訂正届出書が平成26年12月３日から平成26年12月９日までの間のいずれかの日に提出され、

公衆の縦覧に供された時までの間となります。

＊２取引等規制府令第15条の７各号に掲げる、次の取引を除きます。

・先物取引

・国債証券、地方債証券、社債券（新株予約権付社債券及び交換社債券を除く。）、投資法人債券等の空売り

・取引所金融商品市場における立会外売買による空売り

＊３取引等規制府令第15条の６に定めるもの（売戻条件付売買又はこれに類似する取引による買付け）を含みます。

 

２．今後、発行価格等（発行価格、発行価額、資本組入額、売出価格、引受価額及び引受人の手取金をいう。以下同

じ。）が決定された場合は、発行価格等及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項（発行価額の総額、資本

組入額の総額、差引手取概算額、本件第三者割当増資の手取概算額上限、手取概算額合計上限、手取金の使途、引受人

の買取引受による売出しの売出価額の総額、オーバーアロットメントによる売出しの売出数及びオーバーアロットメン

トによる売出しの売出価額の総額をいう。以下同じ。）について、目論見書の訂正事項分の交付に代えて発行価格等決

定日の翌日付の日本経済新聞及び発行価格等の決定に係る有価証券届出書の訂正届出書の提出後から申込期間の末日ま

での期間中のインターネット上の当社ウェブサイト（[URL]http://www.tear.co.jp/company/release.html）（以下「新

聞等」という。）で公表いたします。また、発行価格等が決定される前に有価証券届出書の記載内容について訂正が行

われる場合には、目論見書の訂正事項分が交付されます。しかしながら、発行価格等の決定に際し、発行価格等及び発

行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項以外の記載内容についての訂正が含まれる場合には目論見書の訂正事項

分が交付され、新聞等による公表は行いません。

 

・表紙の次に、以下に掲げる「１　会社の概要」から「５　主要な経営指標等の推移」までの内容をカラー印刷したもの

を記載いたします。
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・第一部　証券情報の直前に以下の内容を記載いたします。

 

［株価情報等］

１【株価、ＰＥＲ及び株式売買高の推移】

　平成23年11月21日から平成25年６月20日までの株式会社名古屋証券取引所及び平成25年６月21日から平成26年11月14日

までの株式会社東京証券取引所における当社普通株式の株価、ＰＥＲ及び株式売買高の推移（週単位）は以下のとおりで

あります。

　（注）１．当社は、平成25年１月１日付で普通株式１株を２株とする株式分割を、平成25年10月１日付で普通株式１株を２

株とする株式分割を、また、平成26年10月１日付で普通株式１株を２株とする株式分割を、それぞれ行っており

ますので、株価、ＰＥＲ及び株式売買高の推移（週単位）については、下記（注）２．乃至４．に記載のとお

り、当該株式分割を考慮したものとしております。

２．・株価のグラフ中の１本の罫線は、週単位の始値、高値、安値、終値の４種類の株価を表しております。なお、

平成25年１月１日付株式分割の権利落ち前の株価については、当該株価を８で除して得た数値を、当該権利落

ち以降平成25年10月１日付株式分割の権利落ち前の株価については、当該株価を４で除して得た数値を、当該

権利落ち以降平成26年10月１日付株式分割の権利落ち前の株価については、当該株価を２で除して得た数値

を、それぞれ株価としております。

・始値と終値の間は箱形、高値と安値の間は線で表しております。

・終値が始値より高い時は中を白ぬき、安い時は中黒で表しております。

３．ＰＥＲの算出は、以下の算式によります。

 
ＰＥＲ（倍）＝

週末の終値

 １株当たり当期純利益

・週末の終値については、平成25年１月１日付株式分割の権利落ち前は当該終値を８で除して得た数値を、当該

権利落ち以降平成25年10月１日付株式分割の権利落ち前は当該終値を４で除して得た数値を、当該権利落ち以

降平成26年10月１日付株式分割の権利落ち前は当該終値を２で除して得た数値を、それぞれ週末の終値として

おります。

・１株当たり当期純利益は、以下の数値を使用しております。

平成23年11月21日から平成24年９月30日については、平成23年９月期有価証券報告書の平成23年９月期の財務

諸表の１株当たり当期純利益を８で除して得た数値を使用。

平成24年10月１日から平成25年９月30日については、平成24年９月期有価証券報告書の平成24年９月期の財務

諸表の１株当たり当期純利益を８で除して得た数値を使用。

平成25年10月１日から平成26年９月30日については、平成25年９月期有価証券報告書の平成25年９月期の財務

諸表の１株当たり当期純利益（平成25年10月１日付株式分割考慮後）を２で除して得た数値を使用。
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平成26年10月１日から平成26年11月14日については、平成26年11月10日に公表した平成26年９月期の未監査の

財務諸表の１株当たり当期純利益（平成26年10月１日付株式分割考慮後）を使用。

４．株式売買高については、平成25年１月１日付株式分割の権利落ち前は当該株式売買高に８を乗じて得た数値を、

当該権利落ち以降平成25年10月１日付株式分割の権利落ち前は当該株式売買高に４を乗じて得た数値を、当該権

利落ち以降平成26年10月１日付株式分割の権利落ち前は当該株式売買高に２を乗じて得た数値を、それぞれ株式

売買高としております。

 

２【大量保有報告書等の提出状況】

　平成26年５月25日から平成26年11月14日までの間における当社株式に関する大量保有報告書等の提出状況は、以下のと

おりであります。

提出者（大量保有者）
の氏名又は名称

報告義務発生日 提出日 区分
保有株券等の
総数（株）

株券等の保有
割合（％）

冨安　徳久 平成26年10月１日 平成26年10月８日 変更報告書 918,200 5.04

　（注）　上記大量保有報告書等は関東財務局及び東海財務局に、また大量保有報告書等の写しは当社株式が上場されている

株式会社東京証券取引所及び株式会社名古屋証券取引所に備置され、一般の縦覧に供されております。
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第二部【公開買付けに関する情報】
 

　該当事項はありません。
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第三部【追完情報】

１　事業等のリスクについて

　後記「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書及び四半期報告書（以下「有価証券報告書等」という。）の提

出日以後本有価証券届出書提出日（平成26年11月25日）までの間において、当該有価証券報告書等に記載された「事

業等のリスク」について変更がありました。

　以下の内容は当該「事業等のリスク」を一括して記載したものであり、変更箇所については＿＿＿罫で示しており

ます。

　なお、当該有価証券報告書等には将来に関する事項が記載されておりますが、当該事項は、以下の「事業等のリス

ク」に記載した事項を除き、本有価証券届出書提出日（平成26年11月25日）現在においてもその判断に変更はなく、

また新たに記載する将来に関する事項もありません。

 

［事業等のリスク］

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には以下のようなものがあります。なお、文中における将来に関する事項は、本有価証券届出書提出

日（平成26年11月25日）現在において当社が判断したものであります。

 

①　葬儀需要の変動について

Ａ．死亡者数

葬儀需要の数量的側面は、死亡者数によって決定されます。国立社会保障・人口問題研究所の「日本の将来推

計人口」（平成24年１月推計）によると、平成25年から平成34年にかけては前年に比して約２％の伸び率で死亡

者数が増加すると予想されております。しかし、現実の死亡者数の推移は同推計値を下回る場合があります。

したがって、シェア及び葬儀平均単価（１件当たり）に変動がないとしても、実際の死亡者数の変動により、

当社の業績が影響を受ける可能性があります。

Ｂ．葬儀単価の変動

葬儀は、弔問会葬者や遺族親族の人数、利用する祭壇の種類などにより大きく価格変動いたします。また、経

済産業省が公表しております「特定サービス産業動態統計調査」によりますと、葬儀単価が下落傾向にありま

す。したがって、葬儀単価の変動により当社の業績が影響を受ける可能性があります。

Ｃ．季節による変動

死亡者数は年間を通じて平均的に発生せず、季節による変動があります。当社においては、冬の時期が他の季

節に比して葬儀施行件数が多い繁忙期となります。したがって、業績に季節的変動が現れることがあります。

 

②　新規参入について

葬儀業界は法的規制がない業界であり、特段に初期投資を必要としないことから、新規参入が比較的容易であり

ます。当業界内には冠婚葬祭互助会が数多く存在していますが、葬儀が成長産業であるとの認識から葬儀への参入

が全国規模で進んでおり、競争の激化を生んでおります。また、同じように葬儀を成長産業と考えている異業種

（鉄道会社、農協、生協等）からの参入も進んでいます。参入障壁の低さが、今後さらなる新規参入を招き、当社

の業績に影響を与えるような環境変化が起こる可能性も否定できません。

 

③　金利について

当社は、会館造作費用・差入保証金等の出店資金及び会館土地建物の購入資金を主に金融機関からの借入れによ

り調達しているため、総資産に占める有利子負債の割合が比較的高い水準にあります。したがって、今後有利子負

債依存度が高い状態で金利が上昇した場合には、当社の業績に影響を与える可能性があります。

 

④　個人情報について

当社は、将来の見込み顧客として募っている「ティアの会」会員、葬儀請負及び法要の請負に関しまして施主の

個人情報を取り扱っております。平成17年４月からの「個人情報の保護に関する法律」（個人情報保護法）の施行

に伴い、当社では個人情報の管理を徹底すべく従業員教育及びコンピュータシステムの情報漏洩防止策を行ってお

りますが、書類の盗難及びネットワークへの不正侵入等による個人情報漏洩の可能性は否定できず、万が一このよ

うな事態が発生した場合には、当社の業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。
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⑤　フランチャイズ契約について

フランチャイズ事業は、加盟者との間で取り結ぶ加盟店契約に基づいて「ティア」という会館名でチェーン展開

を行っておりますが、会館においての不祥事等によりチェーン全体のブランドイメージが損なわれた場合、当社の

業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

また、フランチャイズ事業は、加盟店と当社が対等なパートナーシップと信頼関係に基づき、それぞれの役割を

担う共同作業であり、加盟店及び当社のいずれかがその役割を果たせないことにより、加盟者との間で契約が維持

できなくなった場合においても、当社の業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

 

⑥　葬儀会館の賃借について

当社は、葬儀会館の出店に関しまして、基本的に土地建物の賃借をいたしております。

Ａ．保証金等

賃借条件により、建設協力金又は保証金を差入れている物件もあり、差入先の破綻等により保証金の返還がな

されない場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

Ｂ．定期借地権

当社は、20年間から38年間の定期借地を行っておりますが、賃借期間終了後に当該会館の継続賃借ができない

場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

Ｃ．関連当事者との取引について

当社は、葬儀会館の賃借に関して、主要株主㈱夢現及び横山博一と次のような取引があります。

平成26年９月期（自　平成25年10月１日　至　平成26年９月30日）

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有(被
所有)割合
(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

主要株主(個

人)及びその

近親者

㈱夢現

（注）２

名古屋市

中区
30,000

財産保全

会社

(被所有)

直接42.7

主要株主

債務被保証

地代家賃支

払に対する

債務被保証

（注）３

28,912 ─ －

横山　博一

（注）２

名古屋市

東区
－ 会社役員

(被所有)

直接2.9
債務被保証

地代家賃支

払に対する

債務被保証

（注）３

28,912 ─ －

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。

２．横山博一は主要株主には該当しませんが、㈱夢現は横山博一及びその近親者の財産保全会社であることか

ら、主要株主（個人）として各々記載しております。

３．当社は会館の賃借料に対して、当社主要株主㈱夢現及び横山博一の債務保証を受けております。なお、保証

料の支払いは行っておりません。

 

当社は、関連当事者取引自体の合理性、必然性及び当該取引条件の妥当性等を検証したうえで、可能な限り関

連当事者取引の解消、縮小に努めてまいりました。

今後も取引の必然性、取引条件を勘案し、可能な限り解消を進めていく予定であります。

 

Ｄ．出店計画

現在出店計画に沿って、土地情報の収集や賃借交渉を行っておりますが、当社が希望する地域に希望する土地

がない場合及び条件に折り合いが付かない場合については、出店計画に遅れが生じ、当社の業績に影響を及ぼす

可能性があります。

 

⑦　減損会計について

当社は、既に減損会計を適用しておりますが、今後も実質的価値が下落した保有資産や収益性の低い会館等につ

いて減損処理が必要となった場合、当社の業績及び財政状況に影響を及ぼす可能性があります。

 

⑧　災害について

当社は、名古屋市を中心とする東海地区において多店舗出店（ドミナント方式）による会館の展開を行っており

ます。これにより「ティア」の認知度向上等が図られる一方、特に会館が集中している東海地区において地震等の

大きな自然災害が発生した場合、多大な影響を受けることが予想されます。その場合、当社の業績及び財務状況に

影響を及ぼす可能性があります。
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２　設備計画の変更

　後記「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書（第17期事業年度）における「第一部　企業情報　第３　設備

の状況　３　設備の新設、除却等の計画　(1）重要な設備の新設等及び(2）重要な改修」については、本有価証券届

出書提出日（平成26年11月25日）現在（ただし、既支払額については平成26年10月31日現在）、以下のとおりとなっ

ております。

 

(1）重要な設備の新設等

事業所名 所在地
セグメン
トの名称

設備の内容

投資予定金額
資金調
達方法

着手及び完了予定年月
完成後の増
加能力総額

（千円）
既支払額
（千円）

着手 完了

ティア滝ノ

水

愛知県名古

屋市緑区
葬祭事業 葬祭ホール 131,500 60,256 借入金

平成

26.７

平成

26.11

葬儀施行件

数の増加

ティア岩塚
愛知県名古

屋市中村区
葬祭事業 葬祭ホール 165,000 61,861 借入金

平成

26.10

平成

27.２

葬儀施行件

数の増加

（注）１． 愛知県内 葬祭事業 葬祭ホール 150,000 －
増資資

金

平成

27.３

平成

27.７

葬儀施行件

数の増加

（注）１． 愛知県内 葬祭事業 葬祭ホール 150,000 －
増資資

金

平成

27.４

平成

27.９

葬儀施行件

数の増加

その他５店

舗
（注）２． 葬祭事業 葬祭ホール 750,000 －

増資資

金及び

借入金

平成

28.３

平成

28.９

葬儀施行件

数の増加

　（注）１．詳細は未確定のため、事業所名については記載を省略しております。

２．愛知県内に３店舗、関東地方に１店舗、関西地方に１店舗の出店を計画しております。

 

(2）重要な改修

事業所名 所在地
セグメン
トの名称

設備の内容

投資予定金額
資金調
達方法

着手及び完了予定年月
完成後の増
加能力総額

（千円）
既支払額
（千円）

着手 完了

ティア御器

所

愛知県名古

屋市昭和区
葬祭事業 葬祭ホール 58,000 49,890 借入金

平成

26.10

平成

26.11
（注）

ティア豊橋
愛知県豊橋

市
葬祭事業 葬祭ホール 85,000 －

増資資

金

平成

27.６

平成

27.７
（注）

ティア山王
愛知県名古

屋市中川区
葬祭事業 葬祭ホール 78,000 －

増資資

金

平成

27.10

平成

27.11
（注）

ティア岡崎

南

愛知県岡崎

市
葬祭事業 葬祭ホール 86,000 －

増資資

金

平成

28.４

平成

28.５
（注）

ティア名港
愛知県名古

屋市港区
葬祭事業 葬祭ホール 79,000 －

増資資

金

平成

28.６

平成

28.７
（注）

　（注）　既存設備の改修により、顧客サービスの向上を図るものであります。
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３　臨時報告書の提出

　後記「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書（第17期事業年度）の提出日以後本有価証券届出書提出日（平

成26年11月25日）までの間において、金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19

条第２項第９号の２の規定に基づき、平成25年12月25日に臨時報告書を東海財務局長に提出しております。

　その報告内容は下記のとおりであります。

 

（1）株主総会が開催された年月日　　　平成25年12月20日

（2）決議事項の内容

第１号議案　取締役６名選任の件

取締役として、冨安徳久、岡留昌吉、宮﨑芳幸、山本克己、古賀一規及び辻耕平を選任する。

第２号議案　監査役１名選任の件

監査役として、稲生浩子を選任する。

（3）決議事項に対する賛成、反対及び棄権の意思の表示に係る議決権の数、当該決議事項が可決されるための要件並

びに当該決議の結果

決議事項
賛成 反対 棄権 決議の結果

（個） （個） （個） 可否 賛成割合（％）

第１号議案      

冨安　徳久 32,334 40 0 可 96.57

岡留　昌吉 32,334 40 0 可 96.57

宮﨑　芳幸 32,334 40 0 可 96.57

山本　克己 32,334 40 0 可 96.57

古賀　一規 32,324 50 0 可 96.54

辻　　耕平 32,326 48 0 可 96.54

第２号議案      

稲生　浩子 32,335 40 0 可 96.57

（注）議案の可決要件は次のとおりであります。

議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主の出席及び出席した当該株主の過

半数の賛成による。

（4）議決権の数に株主総会に出席した株主の議決権の数の一部を加算しなかった理由

本株主総会前日までの事前行使分及び当日出席の一部の株主から各議案の賛否に関して確認できた議決権の集計

により各決議事項が可決されるための要件を満たし、会社法に則って決議が成立したため、本株主総会当日出席の

株主のうち、賛成、反対及び棄権の確認ができていない一部の議決権の数は加算しておりません。
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４　最近の業績の概要

　平成26年11月10日開催の取締役会において承認し、公表した第18期事業年度（自平成25年10月１日　至平成26年９

月30日）に係る財務諸表は以下のとおりであります。

　この財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づいて

作成したものではありません。

　また、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査法人の監査はなされておりません。

　なお、金額は千円未満を切捨てて表示しております。
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財務諸表

（１）貸借対照表

  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成25年９月30日)
当事業年度

(平成26年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 939,781 1,133,731

売掛金 212,044 244,852

商品 22,567 36,925

貯蔵品 35,567 32,595

前払費用 105,697 111,561

繰延税金資産 62,882 83,095

その他 592 1,335

貸倒引当金 △10,513 △10,129

流動資産合計 1,368,621 1,633,967

固定資産   

有形固定資産   

建物 4,989,689 5,523,723

減価償却累計額 △1,479,665 △1,730,064

建物（純額） 3,510,023 3,793,659

構築物 418,760 452,865

減価償却累計額 △254,128 △284,420

構築物（純額） 164,631 168,445

車両運搬具 22,536 12,027

減価償却累計額 △22,447 △11,896

車両運搬具（純額） 88 130

工具、器具及び備品 397,328 451,545

減価償却累計額 △301,223 △350,162

工具、器具及び備品（純額） 96,104 101,382

土地 1,291,021 1,291,021

リース資産 457,231 461,268

減価償却累計額 △80,986 △102,126

リース資産（純額） 376,245 359,141

建設仮勘定 187,786 75,447

有形固定資産合計 5,625,901 5,789,226

無形固定資産   

のれん 64,165 40,832

商標権 9 -

ソフトウエア 39,977 29,214

リース資産 1,012 -

電話加入権 6,249 6,249

その他 22,302 64,287

無形固定資産合計 133,716 140,583
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成25年９月30日)
当事業年度

(平成26年９月30日)

投資その他の資産   

投資有価証券 386 429

出資金 20 20

長期前払費用 192,620 186,034

差入保証金 1,082,578 1,047,903

繰延税金資産 100,557 115,115

その他 40,000 40,000

貸倒引当金 △40,000 △40,000

投資その他の資産合計 1,376,162 1,349,504

固定資産合計 7,135,780 7,279,314

資産合計 8,504,401 8,913,282

負債の部   

流動負債   

買掛金 262,156 313,579

短期借入金 86,668 96,668

1年内返済予定の長期借入金 1,170,032 1,206,718

リース債務 15,620 16,916

未払金 296,311 322,977

未払費用 14,681 19,433

未払法人税等 164,000 260,500

前受金 1,284 2,298

預り金 9,524 9,387

賞与引当金 78,469 101,185

その他 43,488 80,657

流動負債合計 2,142,236 2,430,321

固定負債   

長期借入金 2,918,575 2,595,867

リース債務 377,475 382,534

資産除去債務 193,108 220,205

固定負債合計 3,489,159 3,198,607

負債合計 5,631,396 5,628,928
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成25年９月30日)
当事業年度

(平成26年９月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 580,750 580,750

資本剰余金   

資本準備金 214,250 214,250

資本剰余金合計 214,250 214,250

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 2,078,265 2,489,634

利益剰余金合計 2,078,265 2,489,634

自己株式 △307 △356

株主資本合計 2,872,958 3,284,277

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 47 75

評価・換算差額等合計 47 75

純資産合計 2,873,005 3,284,353

負債純資産合計 8,504,401 8,913,282
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（２）損益計算書

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　平成24年10月１日
　至　平成25年９月30日)

当事業年度
(自　平成25年10月１日
　至　平成26年９月30日)

売上高 8,919,709 9,527,583

売上原価 5,816,290 6,162,029

売上総利益 3,103,419 3,365,554

販売費及び一般管理費   

広告宣伝費 410,322 511,986

支払手数料 199,629 199,687

貸倒引当金繰入額 6,018 2,736

役員報酬 147,100 151,830

給料及び手当 770,424 838,833

賞与 50,447 70,838

賞与引当金繰入額 48,217 59,680

法定福利費 113,574 129,307

賃借料 21,142 25,664

減価償却費 49,171 19,103

その他 347,610 363,491

販売費及び一般管理費合計 2,163,656 2,373,160

営業利益 939,762 992,394

営業外収益   

受取利息 6,718 7,701

広告料収入 3,819 5,535

受取保険金 121 2,964

その他 11,329 12,326

営業外収益合計 21,989 28,528

営業外費用   

支払利息 77,989 75,613

上場関連費用 36,925 20,000

その他 537 56

営業外費用合計 115,452 95,669

経常利益 846,298 925,254

特別利益   

固定資産売却益 85 325

特別利益合計 85 325

特別損失   

固定資産除売却損 850 5,056

特別損失合計 850 5,056

税引前当期純利益 845,533 920,522

法人税、住民税及び事業税 334,882 407,271

法人税等調整額 △6,582 △34,786

法人税等合計 328,299 372,484

当期純利益 517,233 548,037
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度（自　平成24年10月１日　至　平成25年９月30日）

      (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計 

資本準備金
資本剰余金合
計

その他利益剰
余金

利益剰余金合
計

 
繰越利益剰余
金

当期首残高 580,750 214,250 214,250 1,640,757 1,640,757 △185 2,435,572

当期変動額        

剰余金の配当    △79,725 △79,725  △79,725

当期純利益    517,233 517,233  517,233

自己株式の取得      △122 △122

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

       

当期変動額合計 － － － 437,508 437,508 △122 437,385

当期末残高 580,750 214,250 214,250 2,078,265 2,078,265 △307 2,872,958

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計

 
その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額等合計

当期首残高 17 17 2,435,589

当期変動額    

剰余金の配当   △79,725

当期純利益   517,233

自己株式の取得   △122

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

29 29 29

当期変動額合計 29 29 437,415

当期末残高 47 47 2,873,005
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当事業年度（自　平成25年10月１日　至　平成26年９月30日）

      (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計 

資本準備金
資本剰余金合
計

その他利益剰
余金

利益剰余金合
計

 
繰越利益剰余
金

当期首残高 580,750 214,250 214,250 2,078,265 2,078,265 △307 2,872,958

当期変動額        

剰余金の配当    △136,669 △136,669  △136,669

当期純利益    548,037 548,037  548,037

自己株式の取得      △48 △48

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

       

当期変動額合計 － － － 411,368 411,368 △48 411,319

当期末残高 580,750 214,250 214,250 2,489,634 2,489,634 △356 3,284,277

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計

 
その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額等合計

当期首残高 47 47 2,873,005

当期変動額    

剰余金の配当   △136,669

当期純利益   548,037

自己株式の取得   △48

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

28 28 28

当期変動額合計 28 28 411,347

当期末残高 75 75 3,284,353
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（４）キャッシュ・フロー計算書

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　平成24年10月１日
　至　平成25年９月30日)

当事業年度
(自　平成25年10月１日
　至　平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 845,533 920,522

減価償却費 378,830 393,623

固定資産除売却損益（△は益） 765 4,731

貸倒引当金の増減額（△は減少） 4,714 △383

賞与引当金の増減額（△は減少） 5,075 22,715

受取利息及び受取配当金 △6,731 △7,714

支払利息 77,989 75,613

売上債権の増減額（△は増加） △34,732 △32,808

たな卸資産の増減額（△は増加） △12,361 △11,385

仕入債務の増減額（△は減少） △43,068 51,422

前払費用の増減額（△は増加） △4,835 △6,770

未払金の増減額（△は減少） △11,118 36,234

未払消費税等の増減額（△は減少） 50,455 55,835

その他 22,583 35,489

小計 1,273,099 1,537,125

利息及び配当金の受取額 80 90

利息の支払額 △77,994 △74,708

法人税等の支払額 △389,604 △311,954

営業活動によるキャッシュ・フロー 805,582 1,150,552

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △464,390 △510,574

有形固定資産の売却による収入 103 325

無形固定資産の取得による支出 △42,111 △45,623

差入保証金の差入による支出 △211,314 △19,672

差入保証金の回収による収入 49,360 61,971

その他 △48,712 △15,313

投資活動によるキャッシュ・フロー △717,065 △528,886

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 670,000 620,000

短期借入金の返済による支出 △657,000 △610,000

長期借入れによる収入 1,105,000 979,000

長期借入金の返済による支出 △1,279,703 △1,265,022

自己株式の取得による支出 △122 △48

配当金の支払額 △79,522 △136,352

リース債務の返済による支出 △42,057 △16,468

割賦債務の返済による支出 △5,553 -

財務活動によるキャッシュ・フロー △288,959 △428,891

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,023 1,176

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △198,419 193,949

現金及び現金同等物の期首残高 1,138,201 939,781

現金及び現金同等物の期末残高 939,781 1,133,731
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（５）財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（持分法損益等）

当社は、関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。

（セグメント情報等）

ａ．セグメント情報

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、本社にサービス別の事業本部を置き、各事業本部は、取り扱うサービスについて国内の包括的な戦略

を立案し、事業活動を展開しております。

当社は、葬儀請負を中心とした葬祭事業と、当社のこれまでのノウハウを生かした葬儀会館運営のフランチャ

イズ事業を行っております。

したがって、「葬祭事業」、「フランチャイズ事業」を報告セグメントとしております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、財務諸表の作成方法と概ね同一であります。

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前事業年度（自　平成24年10月１日　至　平成25年９月30日）

    （単位：千円）

 

報告セグメント
調整額
(注)１

財務諸表計上額
(注)２葬祭事業

フランチャイズ
事業

計

売上高      

外部顧客への売上高 8,685,979 233,730 8,919,709 － 8,919,709

計 8,685,979 233,730 8,919,709 － 8,919,709

セグメント利益 1,507,112 41,056 1,548,168 △608,406 939,762

セグメント資産 7,305,548 23,635 7,329,184 1,175,216 8,504,401

その他の項目      

減価償却費（注）３ 333,436 828 334,265 44,565 378,830

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額（注）３
738,326 524 738,850 25,818 764,669

(注）１．調整額は以下のとおりであります。

(１）セグメント利益の調整額△608,406千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、

主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

(２）セグメント資産の調整額1,175,216千円は、各報告セグメントに配分していない全社資産であり、

主に報告セグメントに帰属しない管理部門に係る資産であります。

(３）その他の項目の減価償却費の調整額44,565千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用で

あります。

(４）その他の項目の有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額25,818千円は、各報告セグメント

に配分していない全社資産であります。

２．セグメント利益は、損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．減価償却費、有形固定資産及び無形固定資産の増加額には、長期前払費用と同費用に係る償却額が含ま

れております。
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当事業年度（自　平成25年10月１日　至　平成26年９月30日）

    （単位：千円）

 

報告セグメント
調整額
(注)１

財務諸表計上額
(注)２葬祭事業

フランチャイズ
事業

計

売上高      

外部顧客への売上高 9,258,614 268,969 9,527,583 － 9,527,583

計 9,258,614 268,969 9,527,583 － 9,527,583

セグメント利益 1,574,662 42,880 1,617,542 △625,148 992,394

セグメント資産 7,459,447 20,314 7,479,761 1,433,520 8,913,282

その他の項目      

減価償却費（注）３ 378,139 171 378,310 15,312 393,623

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額（注）３
540,796 26 540,822 46,679 587,502

(注）１．調整額は以下のとおりであります。

(１）セグメント利益の調整額△625,148千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、

主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

(２）セグメント資産の調整額1,433,520千円は、各報告セグメントに配分していない全社資産であり、

主に報告セグメントに帰属しない管理部門に係る資産であります。

(３）その他の項目の減価償却費の調整額15,312千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用で

あります。

(４）その他の項目の有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額46,679千円は、各報告セグメント

に配分していない全社資産であります。

２．セグメント利益は、損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．減価償却費、有形固定資産及び無形固定資産の増加額には、長期前払費用と同費用に係る償却額が含ま

れております。

ｂ．関連情報

前事業年度（自　平成24年10月１日　至　平成25年９月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報の中で同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(１）売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(２）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高について、損益計算書の売上高の10％以上を占める特定の顧客への売上高はなく、該当事

項はありません。

当事業年度（自　平成25年10月１日　至　平成26年９月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報の中で同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(１）売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(２）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高について、損益計算書の売上高の10％以上を占める特定の顧客への売上高はなく、該当事

項はありません。
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ｃ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

前事業年度（自　平成24年10月１日　至　平成25年９月30日）

該当事項はありません。

当事業年度（自　平成25年10月１日　至　平成26年９月30日）

該当事項はありません。

ｄ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

前事業年度（自　平成24年10月１日　至　平成25年９月30日）

   （単位：千円）

 葬祭事業
フランチャイズ

事業
全社・消去 合計

当期償却額 23,332 － － 23,332

当期末残高 64,165 － － 64,165

 

当事業年度（自　平成25年10月１日　至　平成26年９月30日）

   （単位：千円）

 葬祭事業
フランチャイズ

事業
全社・消去 合計

当期償却額 23,332 － － 23,332

当期末残高 40,832 － － 40,832

 

ｅ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

前事業年度（自　平成24年10月１日　至　平成25年９月30日）

該当事項はありません。

当事業年度（自　平成25年10月１日　至　平成26年９月30日）

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社ティア(E05585)

有価証券届出書（組込方式）

37/43



（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成24年10月１日
至　平成25年９月30日）

当事業年度
（自　平成25年10月１日
至　平成26年９月30日）

 

１株当たり純資産額 157.66円

１株当たり当期純利益金額 28.38円
 

 

１株当たり純資産額 180.24円

１株当たり当期純利益金額 30.07円
 

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．平成25年１月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割、平成25年10月１日付で普通株式１株につき２株

の株式分割、平成26年10月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。前事業年度の期

首にこれらの株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額を計算し

ております。

３．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成24年10月１日
至　平成25年９月30日）

当事業年度
（自　平成25年10月１日
至　平成26年９月30日）

当期純利益（千円） 517,233 548,037

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 517,233 548,037

期中平均株式数（株） 18,222,778 18,222,559

 

（重要な後発事象）

平成26年８月８日開催の取締役会の決議に基づき、次のように株式分割を実施いたしました。

(1）株式分割の目的

当社株式の流動性の向上と投資家層の一層の拡大を図るためであります。

(2）株式分割の概要

平成26年９月30日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有普通株式１株につき２株の割合をもっ

て分割いたします。

(3）株式分割により増加する株式数

普通株式　9,112,000株

(4）効力発生日

平成26年10月１日

(5）１株当たり情報に及ぼす影響

「（１株当たり情報）」に記載しております。
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第四部【組込情報】
 

　次に掲げる書類の写しを組み込んでおります。

 有価証券報告書
事業年度
（第17期）

自　平成24年10月１日
至　平成25年９月30日

平成25年12月20日
東海財務局長に提出

 四半期報告書
事業年度

（第18期第３四半期）
自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日

平成26年８月11日
東海財務局長に提出

　なお、上記書類は、金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用電子情報処理組織（ＥＤＩＮＥＴ）を使用して提出

したデータを開示用電子情報処理組織による手続の特例等に関する留意事項について（電子開示手続等ガイドライン）Ａ４

－１に基づき本有価証券届出書の添付書類としております。
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第五部【提出会社の保証会社等の情報】
 

　該当事項はありません。

 

第六部【特別情報】
 

　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成２６年８月８日

株式会社　 ティア

取 締 役 会 　 御中

有限責任監査法人　ト ー マ ツ

指定有限責任社員

業務執行社員
　公認会計士　　水野　信勝　　　　㊞

指定有限責任社員

業務執行社員
　公認会計士　　城　　卓男　　　　㊞

指定有限責任社員

業務執行社員
　公認会計士　　坂部 彰彦　　　　㊞

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられ
ている株式会社ティアの平成２５年１０月１日から平成２６年９月３０日までの第１８期事業年度
の第３四半期会計期間（平成２６年４月１日から平成２６年６月３０日まで）及び第３四半期累計期
間（平成２５年１０月１日から平成２６年６月３０日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半
期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠し
て四半期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表
示のない四半期財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及
び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財
務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対
して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、
我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監
査に比べて限定された手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に
公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ティアの平成２６年６月３０
日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していな
いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は
ない。

以　　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

　
　

　

　

平成２５年１２月２０日

　

株式会社　 ティア

　取 締 役 会 　 御

中　　

　

　

　　

有限責任監査法人　ト ー マ

ツ　

　

　

指定有限責任社員

業務執行社員
　公認会計士　　水野　信勝　　　印

　

指定有限責任社員

業務執行社員
　公認会計士　　西原　浩文　　　印

　

　

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の

状況」に掲げられている株式会社ティアの平成２４年１０月１日から平成２５年９月３０日までの第

１７期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・

フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作

成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合

理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監

査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に

基づいて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するための

ものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する

ために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用

した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務

諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社ティアの平成２５年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社

ティアの平成２５年９月３０日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認め

られる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することに

ある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができ

ない可能性がある。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告

書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財

務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査

の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る

ために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査

証拠を入手するための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務

報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報

告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体として

の内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、株式会社ティアが平成２５年９月３０日現在の財務報告に係る内部統制は有効である

と表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部

統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　

以　　上

　

　（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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